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第 12 号     佐々木敦也の経済千思万考 
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 【厚労省働き方改革案：日本型労働に生産性をもたらすか？】 2015.3.02 

 

「厚生労働省は６日開いた労働政策審議会（厚労相の諮問機関）で働き方改革の報告書案

を示した。時間ではなく成果に賃金を払う「脱・時間給」（ホワイトカラー・エグゼンプ

ション）の導入が柱だ。対象は年収 1075 万円以上の専門職で、大手の金融機関や製薬会

社を中心に導入が進みそうだ。この案は、仕事を柔軟にこなしやすくする一方で、働き過

ぎを防ぐ仕組みも盛り込んだ。少子化が進む日本では長時間労働を減らし、生産性を引き

上げる改革が欠かせない。社員の働く意欲を引き出すためには、企業自らが年功制の見直

しを進める覚悟も必要だ。」 

（2015 年 2 月７日付日本経済新聞） 

 

 

内閣府の推計によると、このままでは日本の労働力人口が 2030 年までにいまより約 900

万人減る。以下、記事のポイントを示すと 

①労働力が少なくなるのを補おうと労働時間を延ばせば、家庭がおろそかになって少子化

に拍車がかかるおそれがある。メリハリのきいた効率的な働き方を広げて、生産性を上
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げるしかない。脱・時間給の対象も、厚労省が示した５職種から広げる必要がある。 

②社員の働く意欲を引き出すために、企業が自ら賃金制度を見直すことも課題になる。い

まの大企業の賃金は、大まかに言えば時間給と年功給からなる。残業代は働く時間が延

びるほど増える時間給だ。一方、基本給は働く年数が延びるほど増える年功給の要素が

強い。 

③若手社員が仕事で成果を出しても、賃金は頭打ちだ。だらだらと残業する社員やベテラ

ン社員は成果が出なくても給与が高いといった不公平感は働く意欲をそぐ。 

④グローバル企業では外国人の社員も増えており、時間給や年功給を柱にした日本型の賃

金体系を保ったままでは、社員をつなぎ留めるのも難しくなっている。 

⑤企業の間でも、すでにトヨタ自動車や野村証券が若手の賃金を増やして、年功要素を薄

める改革に動き始めた。年功給の改革は労使ともに慎重論が強いが、生産性の向上のた

めには避けて通れない。  

 

これまで厚労省の発想は、いまだに高度成長期のように「企業は一家」で、経営者が定年

まで雇用責任をもつべきだという「日本型福祉社会」というものであった。社会保険料を

負担する正社員は公的年金を支える重要な財源だから、何としても正社員という身分を守

り、それ以外の労働者を「非正規」として排除したいという考えが強かったからである。 

 

社員を長期雇用する背景には、会社のためには身を粉にして働く労働倫理がある。日本日本日本日本のののの

長期雇用長期雇用長期雇用長期雇用システムシステムシステムシステムは、高度成長期のように一つの会社に一生をささげることによって最終

的に全員が利益を得られる時代には機能したが、「失われた２０年」においてその利益が

枯渇すると中高年の正社員の既得権を守るために若年労働者や女性を労働市場から排除

する、というもはや不公正不公正不公正不公正でででで非効率非効率非効率非効率かつかつかつかつ非生産性非生産性非生産性非生産性ななななシステムシステムシステムシステムになり変わっている。 

 

今回の厚労省の「働き方改革案」は、厚労省自身も従来からの発想から脱し、「生産性向

上」のために、企業の「日本型雇用」の変革を求めたもので、価値ある一歩である。今後

は従来型の正社員は年功色を弱め、組織のフラット化を進む方向になる。そして能力のあ

る若手が経営の意思決定に携わることができるようになれば、日本日本日本日本のののの企業企業企業企業ののののイノベーショイノベーショイノベーショイノベーショ

ンンンン能力能力能力能力も今より進む可能性が出てこよう。 

今後の未来は、一人ひとりが、自分はどの分野でプロフェッショナルプロフェッショナルプロフェッショナルプロフェッショナルになるかが問われる

時代になることは間違いない。 

 

以上 
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